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双日株式会社会社説明会

2022年3月13日将来情報に関するご注意
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、業績を確約するものではありません。実際の業績等は、新型コロナウイルス感染症の
収束時期や、内外主要市場の経済環境、為替相場の変動など様々な要因により、大きく変動する可能性があります。
重要な変更事象等が発生した場合は、適時開示等にてお知らせします。

(証券コード 2768)
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1. 会社概要・業績

3

双日がどのような会社か…

• ウオーレン・バフェットが総合商社に投資！

• 総合商社株は割安！？

ー大きな損失リスク？

ーコングロマリットディスカウント？

⚫ 双日は総合商社の一つです。

⚫ 世界的な投資家として知られる、ウオーレン・バフェット氏が、自らの90歳の誕生日に日本の
大手総合商社５社の株式をそれぞれの会社の時価総額の5％程度取得したと発表。

⚫ 当社の株式は投資対象とはなりませんでしたが、日本の総合商社に目をつけていただいた
ことはポジティブにとらえています。

⚫ 5大商社に価値を見出された理由は諸説ありますが、総合商社株は高配当利回り、
割安株であり、潜在リターンの大きな投資銘柄として着目されたものと考えられます。

⚫ 割安なのは、大きな損失リスクや、過度なコングロマリットディスカウントにより、適正な評価が
されていない、などの要因があると思われます。
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数字で見る双日

設立： 2003年

事業所数： 82拠点

連結決算対象関係会社数： 427社

連結従業員数： 20,181名

連結純利益： 800億円
(2021年度業績見通し)

時価総額：4,756億円

配当利回り： 5.4%

(2/28終値ベース)

(2/28終値ベース)

⚫ 当社は2003年に設立された比較的若い企業です。

⚫ しかし、日商岩井とニチメンが経営統合された会社で、その源流をたどれば
100年以上脈々と紡いできた歴史があります。

⚫ 連結従業員数は約2万人を抱え、国内外82拠点、
連結対象会社427社となります。

⚫ これら歴史の中で培われた顧客基盤、多くの国と地域のネットワークを通じた
事業展開が総合商社・当社の強みです。

⚫ 21年度業績見通しは、2月の第3四半期決算発表時に上方修正し、
過去最高益である800億円の見込みです。

⚫ 配当利回りは5.4%です。
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沿革

1918年、日本で初めて
ビルマ産綿花を輸入

1928年、東アフリカへの綿
花栽培投資日本第一号

日綿實業は米マックレガー・ドニガー社と
ブランドのライセンス契約を締結。
1963年、マックレガーが日本に上陸

日本の船舶業界をリード
1956年、
米・ボーイング社と
代理店契約を締結

1918年
日本曹逹工業設立〔現・トクヤマ〕

1971年、ナイキ社の前身である
BRS社と取引を開始 (日商岩井)
写真は2011年、ナイキ社から
双日に贈られた「銀の靴」

1973年、ジャカルタで行わ
れた日本最大のLNG導入
プロジェクト調印式

1968年

日商岩井
発足

1943年
岩井産業
に商号変更

1896年
岩井商店
創業

1874年
鈴木商店
創業

1928年
日商
設立

1892年
日本綿花
設立

1943年
日綿實業
に商号変更

1982年

ニチメン に商号変更

1862年
岩井文助商店
創業

1917年

当期純利益で日本一の総合商社に。
神戸製鋼、帝人等

80もの事業会社を設立

神戸を拠点とし、
貿易だけでなく製造事
業にも進出

日本最大産業である紡績業への貢献

2004年

双日株式会社
発足
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⚫ 当社は日商岩井とニチメンという歴史ある２つの商社が合併した商社であり、岩井商店、
鈴木商店、日本綿花を源流に持つ、100年以上の歴史があります。

⚫ その中で、1956年に米・ボーイング社との代理店契約を締結する等の
航空機関連事業や、マクレガーというファッションブランドの取り扱い、ナイキシューズを
世に送り出したなどの古くからの実績があります。

⚫ 現在も必要なもの・サービスを必要なところへお届けするのが商社の使命、という精神で
社会課題に取り組んでいます。
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業績推移

新型コロナウイルス
蔓延

⚫ 過去、リーマンショックの影響を受け業績が落ち込むこともありましたが、
市況や景気変動への耐性を高めるべく、リスク管理体制を抜本的に強化し、また、
会社の規模に見合った規律のある投資を行うことで、大きな損失が起きないよう
マネージしています。

⚫ また、収益基盤の安定化に向け、事業ポートフォリオの軸足を資源から非資源へと
シフトしてきています。

⚫ その結果、新型コロナウイルスが蔓延するFY2019まで7期連続の増益と、
規律を持った攻めと守りで、着実に、安定した成長力を示してきたのが、
総合商社の中でも当社の強みであり特徴と言えます。

⚫ 新型コロナウイルスウイルスの影響を受け一時業績は落ちたものの、
その中でもしっかりと利益を上げ、配当を継続しております。

⚫ また、今年度については、過去最高益となる800億円の達成を見込んでおります。
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本部紹介

航空産業・
交通プロジェクト

インフラ・ヘルスケア

化学

自動車

当期純利益

65億円
※22/3期見通し

金属・資源・
リサイクル

リテール・
コンシューマーサービス

当期純利益

40億円
※22/3期見通し

当期純利益

65億円
※22/3期見通し

当期純利益

440億円
※22/3期見通し

当期純利益

50億円
※22/3期見通し

当期純利益

120億円
※22/3期見通し

当期純利益

40億円
※22/3期見通し

生活産業・
アグリビジネス

⚫ 当社の7つの営業本部について概要と当期利益の見通しをご紹介します。

⚫ 自動車本部
日本車、韓国車、中国車、更にBMW等のドイツ車などを新興国や日米等の有望市場で
卸売り、ディーラー小売り事業を展開し、年間約65億円の収益を見込んでいます。

⚫ 航空産業・交通プロジェクト本部
ボーイングを中心とした民間航空機・防衛関連の代理店などの航空事業のほか、
各種船舶事業、空港運営・鉄道など、人や物の移動を担う事業を展開しており、
約40億円の収益を見込んでいます。

⚫ インフラ・ヘルスケア本部
エネルギー、通信、都市インフラ、ヘルスケア等の事業領域において、約65億円の収益を
見込んでいます。

⚫ 金属・資源・リサイクル本部
鉄鋼製品事業、金属資源分野における上流権益投資及びトレーディング事業等により、
440億円の収益を見込んでいます。

⚫ 化学本部
メタノール等の基礎化学から、合成樹脂を中心とした機能性材料、工業塩・レアアース
といった無機化学等、幅広いトレードや事業を展開し、120億円の収益を見込んでいます。

⚫ 生活産業・アグリビジネス本部
当社が手掛ける第一次産業の大半を引き受けており、特にタイ、フィリピン、ベトナムでの
化成肥料事業や、食料、林産資源事業を展開し、約50億円の収益を見込んでいます。

⚫ リテール・コンシューマーサービス本部
食品流通、商業施設運営、ブランド、消費財流通、繊維、不動産事業など、消費者の
ニーズに応える多種多様な事業に国内外で取り組み、40億円の収益を見込んでいます。
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主要事業

ボーイング代理店
航空機取り扱い実績

970機以上

（国内シェアNo.1）

高度化成肥料
東南アジア3ヵ国で

トップクラス

成長力
発電資産 7倍

持分容量
2022年3月期見通し2013年3月期比

化学品トレード
顧客基盤

約5,000社

自動車販売の実績

40年超

地域密着型の
セールス・マーケティング力

総合商社唯一の

炭鉱操業

北米牛肉輸入等で

国内トップシェア

世界最大規模の

鉄鋼総合商社メタルワン
等からの安定収益

東南アジアに

強い事業基盤

⚫ ７本部は、単なる複数事業の複合体としてのコングロマリットではなく、戦略意図がある
事業ポートフォリオを構築しています。リスク分散と同時に、共創と共有によるシナジーを
生むビジネスモデルです。

⚫ 自動車本部
これまで40年超の自動車販売実績をいかし、有望市場で地域密着型のセールス・
マーケティングとアフターセールサービスを強化し、事業領域を拡大しています。

⚫ 航空産業・交通プロジェクト本部
60年以上にわたり、ボーイングの代理店として日本のエアラインに航空機を納入し、
特に日本の空は当社が中心となり展開しています。ボーイングとは代理店を越えた関係を
構築しています。

⚫ インフラ・ヘルスケア本部
太陽や風といった自然資本を使って発電する再生可能エネルギー事業に強みを持ち、
実績を積み上げています。

⚫ 金属資源リサイクル本部
石炭など上流権益に加え、世界最大規模の鉄鋼総合商社メタルワンを通じた鉄鋼製品
の販売事業に強みを持っています。
豪州の石炭権益では、総合商社で唯一の炭鉱操業の機能を有しています。

⚫ 化学本部
5,000社という顧客基盤を構築し、幅広い商材を取り扱うことで、お客様に必要な商品を
提供しています。

⚫ 生活産業・アグリビジネス本部
東南アジア3か国での高度化成肥料の取り扱いはトップシェアとなっています。

⚫ リテールコンシューマーサービス本部
牛丼などに使われる北米牛肉の輸入販売では国内トップシェアとなっています。また当社が
強みを持つベトナムを中心に東南アジアでの製造、卸売り、物流、小売りで強固な事業基
盤を築いています。
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2. 中期経営計画2023
～Start of the Next Decade～

9

双日がどんな価値を創造し、

そして今後どのような会社になろうとしているのか…

⚫ 当社がどんな価値を創造し、そして今後どのような会社になろうとしているのか、2021年４月
から始まった3ヵ年経営計画「中期経営計画2023」について説明します。
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豊かな未来の実現に向けたサステナビリティ経営

企業理念：双日グループは、誠実な心で世界を結び、新たな価値と豊かな未来を創造します

2020年

目指すべき姿・方向性

■ 自社目線による機能提供・ プロダクトアウト志向

競争優位性・成長性の追求
◼ マーケットインの徹底
◼ 共創・共有の実践
◼ スピードの追求
◼ 組織・人材のトランスフォーメーション

目指す姿に向けて

双日の目指す姿

事業や人材を創造し続ける総合商社

マーケットニーズや社会課題に応える
価値(事業・人材)創造を通じ、

企業価値を向上

双日が得る価値 社会が得る価値

総合商社としての使命
必要なモノ・サービスを必要なところに提供する

■ 不確実性の高まり、価値観多様化

2030年

10
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⚫ 中期経営計画2023を策定するにあたり、まずは2030年の当社の目指す姿についての議論が
行われました。

⚫ たどり着いた答えが総合商社としての原点に立ち返るということでした。

⚫ 双日の源流の一つとして、1874年鈴木商店が創業され、その後、ダイセル、神戸製鋼所等、
80もの事業会社が生み出されました。

⚫ 時代が変わっても、常に鈴木商店のように、その時代において必要なもの・サービスを届け続ける
ために、次々と新しい事業を起こし、ビジネスモデルを変えていくことで、価値ある会社でありたい、
そのような人材を輩出したいという思いをもって、
2030年の目指す姿として「事業や人材を創造し続ける総合商社」と謳っています。

⚫ 総合商社としての使命と考える、必要なモノ・サービスを必要なところに届けつつ、
「マーケットニーズや社会課題に応える事業や人材といった価値を創造し続けることにより、
企業価値の向上を実現する」というものです。



中期経営計画2023 ～Start of the Next Decade ～
– 定量計画

基礎的営業CF 800億円程度
*1

当期利益 650億円程度

ROE 10%超

配当性向 30%程度
下限配当設定

ROA 3%超
（最終年度）

投資 3,300億円
（内、300億円は非財務関連）

基礎的CF 黒字
（中計2020・中計2023累計）*2

NET DER 1倍程度

*1 基礎的営業CF＝会計上の営業CFから運転資金増減を控除したもの

*2 基礎的CF=基礎的営業CF+調整後投資CF－支払配当金－自己株式取得

株主価値の創出（3ヵ年平均） 成長と財務規律

PBR 1倍超
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⚫ こうした2030年の目指す姿に向けて新たな一歩を踏み出す位置づけの3ヵ年として、
「中期経営計画2023 ～Start of the Next Decade～」を策定しました。

⚫ 定量計画としては、今中計期間中における、3ヵ年平均連結当期純利益650億円程度を
実現し、ROE 10％超を目指します。

⚫ 財務規律を維持しながら、成長投資として3年間で3,000億円、これに加えて人材や
デジタル・トランスフォーメーション等に対する投資300億円も計画化し、合計3,300億円を
実行し、成長のドライバーとしていきます。

⚫ 株主還元については、連結配当性向30%程度を基本とし、中計2023では下限配当
として時価ベースでのDOE（Dividend On Equity）・配当利回り 4%を設定しました。

⚫ こうした定量目標を掲げる中で、PBR1倍超を目指します。PBR１倍超を目指すということは
数字だけのことではなく、ステークホルダーの皆様の期待を超えていくという決意表明です。



価値創造 ＝ 企業価値の向上
2030年に目指す姿：事業や人材を創造し続ける総合商社

成長の実現

中期経営計画2023 – 定量計画実現に向けた考え方

『競争優位性』・『成長マーケット』の追求

成長実現のための高度な戦略構築

マーケットインの徹底 共創と共有の実践

スピードの追求

組織と人材のトランスフォーメーション

サステナビリティ経営

成長実現のための手段

新規投資の継続 既存ビジネスの収益構造の抜本的な変革

12
双日が得る価値 社会が得る価値
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⚫ 定量目標を実現していくための中計2023の考え方

⚫ 2030年の目指す姿を実現していく中で価値創造を図っていきます。
そのために、今中計では、「双日が得る価値」と「社会が得る価値」という２つの価値の
考え方を土台とするサステナビリティ経営を前提に、成長の実現を図ることを重視しています。

⚫ 具体的には「新規投資の継続」と、「既存ビジネスの収益構造の抜本的な変革」を
実行していきます。

⚫ 今回の中計では、「共創と共有」という言葉を使っていますが、幅広い領域で活動している
私たちが、本部や事業をまたいで情報を共有し、一緒に仕事ができるのは大きな強みだと
思っています。もっと組織の壁を薄くして、総合商社としての本当の強みをだしていくために、
マーケットインというニーズから考えて、共創と共有をスピード感をもって実践していく。
この3点をしっかり胸に刻み、全社一丸となって企業価値の向上を目指します。



中計2017＋
中計2020 中計2023 POST中計

投資計画額

3,000億円
Capex含む

中期経営計画2023 – 投資からの収益貢献

2021年 2022年 2023年

投資実行額

5,750億円
Capex含む

中計2017+中計2020 中計2023

中計2017からの収益貢献

約90億円
(中計2020発表時計画値120億円)

2020年度実績

中計2020からの収益貢献

約20億円
(中計2020発表時計画値100億円)

2020年度実績
2023年度想定

中計2020からの収益貢献

約140億円

中計2023からの収益貢献

約150億円

2023年度想定

主な事業
・海外自動車ディーラー
・再生可能エネルギー
・海外病院PPP
・豪州原料炭
・ベトナム製紙

ROI 7.0%程度

ROI 7.0%程度

ROI 4.0%程度

ROI 0.9%程度

ROI 6.7%程度

成長市場×マーケットイン志向

インフラ・ヘルスケア

素材・サーキュラーエコノミー

中計2017からの収益貢献

約80億円

2023年度想定

中計2023
3ヵ年平均

中計2023
3ヵ年平均

中計2023
3ヵ年平均

13

⚫ 投資からの収益貢献が当社の成長の源泉です。

⚫ 中計2017及び中計2020で実行した約5,750億円の投資からの各々80億円、140億円と、
確実な収益を見込むとともに、中計2023においても新規投資を継続します。

⚫ 中計2023の成長投資3,000億円については、次に説明します３つの注力領域等への
投資により、2023年度で約150億円、平均投資利回り（ROI）は4%程度を期待しています。

⚫ 早期に収益貢献を実現するため、3,000億円の成長投資の内、約半分の1,500億円を
初年度である今年度に拠出するという目標は達成できる見込みです。

⚫ これを実現するものが、主に、3つの注力領域となります。



投資配分

インフラ・ヘルスケア

成長市場×マーケットイン志向

素材・
サーキュラーエコノミー

足元の着実な成長

成長マーケットと共に成長

従来型ビジネスからの変革

Essentialインフラ
ヘルスケア

東南アジア・インド市場
リテール領域
肥料（農業含む）

リサイクル
新素材

3,000
億円

1,200～1,500億円

1,000～1,200億円

300～500億円

#途上国の成長 #環境問題・食料問題 #デジタル化

◼ メガトレンドを基にした成長分野を踏まえて、注力領域を3つに設定し、リソース（人材・資金）を集中

中期経営計画2023 – 注力領域・投資配分

#途上国の成長 #環境問題 #人口増加・高齢化

#環境問題 #資源循環 #デジタルも含めたテクノロジー
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⚫ 中計2023では、「インフラ・ヘルスケア」「東南アジアやインドといった成長市場での
マーケットイン志向」「素材・サーキュラーエコノミー」の3つを注力領域とし、人材や資金の
リソースを配分していくことを成長戦略として掲げています。

⚫ 着実な成長を目指し、インフラ・ヘルスケア領域に1,200億円から1,500億円、
成長を取り込むため成長市場でのマーケットイン領域に1,000億円から1,200億円、
従来型ビジネスからの変革を目指し素材・サーキュラーエコノミー領域に300億円～
500億円を振り分けていく予定です。

⚫ 素材・サーキュラーエコノミー領域からの本格的な収益貢献は、
ポスト中計2023になる見込みです。



注力領域１: インフラ・ヘルスケア
①ヘルスケア事業

15

1病院PPP事業

2民間医療事業

3医療周辺事業

4 ウェルネス/DX 

• トルコ病院PPP、豪州病院PPP
• 中東、アジア大洋州、中南米中心に推進

• アジア大洋州最大級のプライマリ・ケア事業者
に出資参画

• Withコロナ時代のマーケットニーズを捉えた、
医療プラットフォームの積み増し

• プライマリケア関連の医療周辺事業
• 健診/検診、検体検査、医療保険、滅菌・物流、

リハビリ、介護・見守り

• 医療DXの発掘とマネタイズ
• 遠隔医療・非接触、IoT/AI×5G、医療ビッグデータ

事業等

⚫ 最も投資予定金額が大きい「インフラ・ヘルスケア」について

⚫ 2020年5月、トルコ・イスタンブールで総事業費約2,000億円、病床数2,682床と、
日系企業が施設運営に関与する病院としては国内外含め、最大規模となる総合病院
を開院しました。
新型コロナウイルス感染症患者を引き受けました。病床不足というトルコの国家的課題に
対して、ビジネスを通じて課題解決を提案し、両国の絆を深める象徴的なプロジェクトに
なりました。

⚫ トルコにおける知見、ノウハウ、人材といった資産を最大限にいかし、オーストラリアにおいて
も総合病院を建設し、2025年に開院予定。同国ビクトリア州における医療インフラ投資
として最大規模となります。

⚫ 当社の事業は自らの成長だけでなく、社会課題を解決するところが主軸です。

⚫ 事業を通じて社会に貢献していく取り組みをしています。

15
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注力領域１: インフラ・ヘルスケア
②再生可能エネルギー事業

双日が得る価値
●事業からの安定収益
●安定運営者としてのブランド向上

成果
⚫強固な事業基盤 (2021年12月時点)    

持分発電容量 500 MW 
7 ヵ国 19 拠点

太陽光発電事業

陸上風力発電事業

バイオマス発電事業

洋上風力発電事業

⚫ 2010年のドイツ、
2013年の日本での開
発・参入を通じ運営ノ
ウハウを獲得

①機能の獲得

⚫国内12件の開発を実
行

⚫メキシコ、チリ、ペルー
等での太陽光発電事
業に参入

②良質な
機会の創出

⚫太陽光発電事業の海
外市場での展開

⚫電源の多様化
⚫AIやIoT等による先進

的・効率的再生可能
エネルギー事業運営

③新しい事業
領域の拡大

⚫ 安定的な電力供給と環境負荷の低いエネルギーの創出が世界的に求められています。

⚫ 当社では、2010年にドイツで太陽光発電事業に参入後、国内でも12ヵ所で、
その取り組みを広げてきました。

⚫ 太陽光発電事業開発で、総合的な開発力、ネットワークを培いました。

⚫ この強みや機能をいかし、アイルランドでの陸上風力、台湾での洋上風力、国内での
バイオマス発電といった新しい再生可能エネルギー事業領域へ進出し、地域の特性を
活用した電源の多様化を図っています。

⚫ 機能を獲得し、より良質な機会を創出し、新しい事業領域を拡大して更なる強みを
確立する当社独自の機能と強みをいかした価値創造モデルです。
7ヵ国、19拠点で持分発電容量500MWの強固な事業基盤を築いています。

⚫ インフラ案件は時間がかかる一方、完工後は、外部環境の変化に一定の耐性があり、
安定収益が長期に見込めます。

⚫ 今後は、AI、IoTの活用や、地域・電源の更なる多様化によって、効率よく安心・安全な
エネルギーを世界中に届けます。
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注力領域２: 成長市場×マーケットイン志向
リテール領域における共創・共有事例

①ロイヤルホールディングス（ロイヤルHD）との取り組み

■ 2021年3月ロイヤルHDへの出資を実行

■ 2021年4月機内食事業会社を連結子会社化

◼ 航空産業・交通プロジェクト本部とリテール・コンシューマーサービス本部による共同案件

航空産業・
交通プロジェクト

リテール・
コンシューマーサービス

双日のネットワーク
×

ロイヤルHDのコンテンツ

機内食事業
SRIC

(双日インフライトケータリング)

⚫ ２つ目の注力領域である、総合商社のタテ割りからシナジーを生むリテール領域における
「共創と共有」の事業例①ロイヤルHDとの取り組み

⚫ ロイヤルHDは、ロイヤルホストだけでなく、他にも様々な事業領域での大きくて優良な
ポートフォリオを有しています。

⚫ １つはコントラクト事業です。店舗運営や食品企業の運営を主軸とする事業領域で、
サービスエリアやパーキングエリアの運営を受託しており、日本一の運営会社です。

⚫ また、ホテル事業ではリッチモンドホテルというブランドで事業展開を進めています。

⚫ 航空産業・交通PJ本部の持つ空港やエアラインとの関係などでの事業のノウハウや
リテール・コンシューマーサービス本部が持つ流通や調達等のノウハウ、ネットワークをいかし
ロイヤルHDとの事業を推進していきます。

⚫ 例えば、当社が従来よりネットワークを有する大手リテールチェーン向けの商品開発、製造受託
による機内食工場の稼働率向上や、同じく双日がネットワークを有する空港へのコントラクト
事業展開等でシナジーを発揮していきます。
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注力領域２: 成長市場×マーケットイン志向
リテール領域における共創・共有事例

②水産加工会社マリンフーズ

生活産業・
アグリビジネス

リテール・
コンシューマーサービス

■ 2022年2月日本ハム子会社であるマリンフーズの全株式取得を発表

■ 生活産業・アグリビジネス本部とリテール・コンシューマーサービス本部による共同案件

マリンフーズの
顧客基盤・商品開発・加工機能

×
双日の

ネットワーク・リソース・新規事業開発力

• 水産含む食品全体の海外展開強化・拡大
• マーケットニーズを起点とした新商品の開発、

EC・通販事業の強化による新たな顧客基盤構築
• 双日の既存マグロ養殖・加工卸事業の拡充

⚫ リテール領域における「共創と共有」事例②マリンフーズとの取り組み

⚫ 2022年2月、日本ハム子会社の水産食品加工会社マリンフーズ株式会社の全株式、
関連資産を取得することを公表しました。

⚫ 本件は、生活産業・アグリビジネス本部でマグロの養殖等を手掛けてきた食料・水産部と
国内外で食品流通事業等を行うリテール・コンシューマーサービス本部の共同案件です。

⚫ マリンフーズは世界中から各種水産原料を仕入れ、東南アジア等海外提携工場や
自社工場にて加工、日本国内45ヵ所の営業拠点を活用し約4,000社の顧客に販売し
ています。

⚫ マリンフーズの代表的な寿司種は提携工場や自社工場で差別化された技術を
駆使して加工しており、大手回転ずしチェーンやスーパーマーケット等の顧客ニーズに沿う
付加価値の高い製品を提供しています。

⚫ マリンフーズが有する顧客基盤や商品開発、加工機能と双日の有するネットワークや
新規事業開発力をいかし、マリンフーズの更なる成長、海外展開の強化、拡大を
図ります。

⚫ ひいては両社の持続的な成長を実現し、消費者のより良い生活の実現に
貢献していきます。
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注力領域３: 素材・サーキュラーエコノミー

金属・資源・リサイクル本部
資産ポートフォリオ変化のイメージ

サーキュラーエコノミー（循環型経済）とは

◼従来の供給視点の長く遅いサイクル
から、利用視点のバリューチェーンを
短く速く回すモデル

【短く速いサイクル】
再利用

共同利用/交換
修繕/アップグレード 等

Scope 1 + 2
2030年までに6割削減、2050年までにネットゼロ
内、Scope2は2030年までにネットゼロ

Scope 3
一般炭権益 ： 2025年までに半分以下、

2030年までにゼロ

石油権益 ： 2030年までにゼロ

原料炭権益 ： 2050年までにゼロ

※石炭火力発電は、現在保有無し、今後も保有しない

双日の脱炭素方針

⚫ 3つ目の注力領域である、素材・サーキュラーエコノミーについて

⚫ 当社金属・資源・リサイクル本部では従来鉄鋼製品事業のほか石炭資源事業等を展開
してきました。

⚫ 石炭には、主に火力発電の燃料として用いられる一般炭・電力炭と、製鉄の原料として
使う原料炭の2種類あります。電力炭は太陽や風といった再生可能エネルギーにより代替
可能なため、当社は2030年までに一般炭権益をゼロにすることをコミットしています。
保有している資産は売却などでCO2排出削減に努めてきます。
一方、原料炭はまだ代替する技術開発に時間がかかると産業界では言われており、暫く
継続するものの、2050年までにゼロにする方針です。

⚫ 一方で、なくすばかりではなく電池やペットボトル等の廃材が多く排出されるため、リサイクル
を模索する事業にも参画していきます。
技術を加えることで有効活用できるように取り組んでいきます。

⚫ このように社会の変化に応じてポートフォリオを変化させていきます。
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事業例

日本環境設計とPET*のケミカルリサイクル事業を共同推進

＊PET
：ポリエチレンテレフタレート。ポリエステルやペットボトルの原料。

◼双日の多地域・多分野に跨る顧客ネットワークの活用により、
原料となる廃PET*の回収システムの構築および
新規製造工場の建設などケミカルリサイクル事業の
国内外での事業展開を推進

双日 日本環境設計

新たな価値と豊かな未来の創造 あらゆるものを循環させる

ネットワーク
独自の

ケミカルリサイクル技術

⚫ 事業例として当社が国内外で共同推進することに合意した、日本環境設計との
ペットボトルのケミカルリサイクル事業を紹介します。

⚫ 日本環境設計は独自のケミカルリサイクル技術を用い、化学的なプロセスで不純物を取り
除くことが可能なため、石油由来のバージン樹脂と同等品質に再生できることに加えて、
リサイクルを何度繰り返しても品質が劣化することなく、資源の完全循環を可能にします。

20



3. 株主還元

21

しっかりキャッシュを伴う利益を創出し安定した株主還元を実施

⚫ 当社が成長投資と共に重視する株主還元策は、しっかりキャッシュを伴う利益を
創出することで安定した株主還元を実施することです。
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配当政策

(注1) 2021年10月1日を効力発生日とする株式5株につき1株の株式併合を実施いたしました。16/3期～22/3期中間配当については、株式併合の
影響を遡及した金額を記載しております。なお、グラフ内（）の金額は株式併合の影響を考慮しない金額を参考値として記載しております。

(注2) 時価DOE：年間配当総額÷(当社株価日々の終値の当該年度の年間平均×期末発行済株式数)
簿価DOE：年間配当総額÷当該年度末の株主資本（簿価）
尚、時価DOEか簿価DOEのいずれを用いるかについては22年3月期末時点のPBRで判定。

中期経営計画2017
配当性向25％程度

中期経営計画2020
配当性向30％程度

中期経営計画2023

￥90
(￥18)

￥103
(￥20.6)

￥45
(￥9)

￥45
(￥9)

中間配当

￥40
(￥8)

￥40
(￥8)

￥85
(￥17)

￥55
(￥11)

配当に関する基本方針
◼ 安定的かつ継続的に配当を行うとともに、内部留保の拡充と有効活用によって株主価値を向上
◼ 連結配当性向30％程度を基本
◼ 下限配当：中期経営計画2023より、PBR1倍に至るまでは時価DOE4%、

PBR1倍到達後は簿価DOE4%を設定

￥85
(￥17)

￥50
(￥10)

期末配当
(予想）

※株式5株につき1株の株式併合を実施
(効力発生日：21年10月1日)
上段：株式併合考慮後
下段：株式併合考慮前

期末配当
（予想）

￥58
(￥11.6)

中間配当
￥45
(￥9)

(2/2公表)(11/2公表)

当期純利益

（当社株主帰属）
365億円 408億円 568億円 704億円 608億円 270億円 700億円

配当性向 27.4% 24.6% 24.2% 30.2% 34.8% 44.4% 30%程度 

800億円

30.1%

22

⚫ 安定的・継続的な配当方針に変更無く、引き続き現中計期間においては配当性向30％
程度を基本としております。

⚫ さらに、「PBR１倍超」という目標に込めた覚悟を示すために、PBR１倍に至るまでの下限
配当を時価ベースの配当利回り・DOE4％とする方針を掲げました。

⚫ 22年3月期第2四半期決算公表時に、中間配当は株式併合「前」の金額で
期初予想7円から9円に増配、期末配当金額は、株式併合後の金額で35円から45円へ
の増配と示しましたが、今回の業績予想修正を受け、期末配当金金額を45円から更に
58円へと上方修正しました。連結配当性向30.1％の見込みです。

⚫ 年間配当は103円を予定しています。



当社株価・PBR推移

860

2,1003,300

1,350

中期経営計画2023発表
（双日株価 (円)）

（20年12月末)

双日 TOPIX

株価

PBR

1,150

0.48

1,804.7

1.28

（22年2月末)

双日 TOPIX

株価

PBR 0.65

1,886.9

1.18

1,900

21年初来+61%

（22年2月末)対TOPIX比

アウトパフォーム

（TOPIX (pt)）

① ➁

①21年3月期第4四半期 ➁22年3月期第１四半期～第3四半期
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⚫ 当社株価は、昨年年初来61％ポイント増加と、TOPIX比アウトパフォームし、
堅調に推移していますが、満足していません。

⚫ PBR（＝株価純資産倍率）は0.65倍程度です。

⚫ しかし、総合商社の事業ポートフォリオをいかすべく、共創と共有によるシナジーを生む
仕組みを作ってきています。

⚫ また、当社の価値創造に向けた投資厳選、投資モニタリングの強化により、
持続的な価値創造を図っていきます。

⚫ この「中期経営計画2023」では、しっかりと情報開示し、稼ぐ力をつけ、対話力を強化し、
市場に正しく評価していただくことでPBR1倍超を目指します。



4. 関西エリアでの取り組み

24

⚫ 海外でのビジネスだけでなく、日本国内、当地関西エリアにおいても事業を展開しています。
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南海電鉄との取り組み

◼ 南海電気鉄道株式会社（「南海電鉄」）、双日、日本政策投資銀行の3社で

大阪市浪速区難波中2丁目にてオフィスビルの開発中

◼ 南海電鉄が掲げる、「グレーターなんば」構想*実現に向け、双日の国内外でのオフィス・

住宅・工業団地の開発・運営等の実績をいかし、なんばエリア全体の魅力向上に取り組む

*「なんばターミナル～新今宮・新世界の南北ラインを基軸としたまちづくり」構想

✓ 地上 14 階、延床面積約19,700 m²の中規模オフィスビル。

✓ 南海なんば駅から徒歩5分。各所にアクセスしやすい好立地。

✓ なんばパークスに繋がる歩行者ネットワークを延伸整備。
特徴

⚫ 南海電気鉄道との取り組みについて

⚫ 当社と南海電鉄、日本政策投資銀行は大阪市難波にてオフィスビルを開発中です。
南海電鉄が掲げる「グレーターなんば」の創造に向けてのエリア全体の魅力向上への
取組みです。

⚫ 南海電鉄が有するなんば駅周辺での事業における強みやノウハウと、当社の住宅・
工業団地開発・運営等の実績をいかし、本開発を通じてなんばエリア全体の更なる
魅力向上に取り組むものです。

⚫ 2023年1月開業を予定しています。
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2019年度国内空港旅客数ランキング

順位 空港
年間旅客数

（国内+国際）

1 東京国際 81,707,536

2 成田国際 39,541,269

3 関西国際 28,663,014

4 福岡 23,035,578

5 新千歳 22,814,950

6 那覇 20,613,659

7 大阪国際 15,765,029

8 中部国際 12,590,387

9 鹿児島 5,769,120

10 仙台 3,718,180

機内食事業

◼ 2021年3月、ロイヤルホールディングスへの出資を実行。2021年4月より、傘下の

機内食事業会社を双日ロイヤルインフライトケイタリング として連結子会社化。

◼ 国内最古の機内食事業会社であり、関西国際空港における機内食シェアは50％

・国内最古の機内食事業会社（1951年～）

・世界最高レベルの品質（業界内アワード多数受賞）

・拠点別で圧倒的なシェア（関西50%/福岡100%/那覇100%)

国内主要空港で事業展開 非航空系マーケットへの事業展開

FLIGHT KITCHEN DELIの
オンラインサイトでも購入できます。

・関西国際空港内の機内食工場で作った食事を販売

⚫ ロイヤルHDの機内食事業会社であったロイヤルインフライトケイタリングを連結子会社化し、
双日ロイヤルインフライトケイタリングに名称を変更しました。

⚫ 同社は日本で一番歴史の古い機内食事業会社です。博多ー羽田間の日本航空向けの
機内食を提供したのがその歴史の始まりです。

⚫ 双日ロイヤルインフライトケイタリングは日本を代表する大規模3空港で確固たる事業基盤
を有し、関西国際空港では約50％のシェアを占めています。

⚫ 足もとの新型コロナウイルス感染症の影響を受け空港の稼働率は伸び悩んでいるものの、
非航空系マーケットへの展開を通じ工場稼働率を向上する等の取り組みを行っています。
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